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１．平成22年度 アジア経済研究所調査研究方針

１．基本方針 

アジア経済研究所の基本方針は，開発途上国に関する国のシンクタンクとして政策の基盤と
なる研究を実施することである。（注）
同時に，世界最先端の理論研究を押さえながらも，引き続き現地に軸足をおき，研究者の集

積を活かした世界水準の研究を実施し，政策担当者に理論と実証に裏付けされた議論を提供す
る。具体的には，経済地理シミュレーションモデル（GSM）を用いてインフラの国際的な産
業立地の効果を分析し，その成果を ERIAを通じて経済大臣会合や首脳会議に報告することを，
また，アジア国際産業連関表事業で貿易統計の国別付加価値（value-added content of international 
trade flows）を世界貿易機関（WTO）と共同で推計し，それに基づいた分析を行うことなどを
想定している。
2010 年度は，本部，関係省庁等と連携を図りながら，政策ニーズが強い ERIA支援研究，ア
ジア等研究ネットワーク構築支援事業，日中韓 FTA共同研究，日中連携研究，対アフリカ投
資誘致型実証事業等に取り組み，政府・産業界・学界等の各層ニーズに幅広く応えていく。
研究成果の発信については，ポリシーブリーフの作成，ウェブによる研究成果の対外発信を

強化する。

注） これは，2007 年 12 月 24 日閣議決定「独立行政法人整理合理化計画」に記載された「アジア経済研究所の研究をア

ジア地域等の貿易の拡大と経済協力の促進に資するための政策提言，政策提言のための分析，分析を支える基礎的・

総合的研究に特化し，研究対象分野を「開発途上国の持続的発展に関する研究」に重点化する。」（本文抜粋）に沿っ

たものである。

２．活動方針

研究テーマの選定にあたっては，（1）政策提言研究，（2）政策提言に資する分析研究につい
ては，政府の基本方針を踏まえ，経済産業省との定期ヒアリングを通じ政策ニーズを把握し，
研究所主導でテーマを選定する。また，（3）基礎的・総合的研究については，研究者発案型に
よりテーマを選定しているが，課題提案の際に政策意義を明記することを義務づけている。ま
た，研究テーマについては，貿易・投資のみならず，社会分野など開発途上国が抱える多様な



分野を対象とすることで，開発途上国の全体像を理解するように努める。

（1）政策提言研究
政策ニーズの高い次のテーマについて本部等と連携を図り研究に取り組む。
① アジア等研究ネットワーク構築支援事業（新規）
 我が国が持続可能な成長を遂げるためにアジア等地域の需要を取り込む必要性から，同
地域における政策研究機関の質的向上を図るべく，アジア等で研究事業を展開し，研究ネッ
トワークの構築と政策研究の推進を行い，その成果をアジア等現地の通商政策担当者およ
び政策研究機関等に提供する。例えば，経済地理シミュレーションモデル（GSM）を用いて，
インフラの効果分析を実施する。

② 日中韓 FTA共同研究
 政府要請の政策提言研究として中国国務院発展研究中心（DRC）及び韓国対外経済政策
院（KIEP）と貿易の円滑化等について実施した日中韓 FTA共同研究を継続し，政府レベ
ルの日中韓共同研究を研究面から支援する。

③ 日中連携研究
 2009 年 11 月にジェトロが広東省政府と締結した覚書にもとづき，「広東経済の構造調
整と日中経済・ビジネス連携の課題」について広東省政府と共同で調査研究を実施する。

④ 対アフリカ投資誘致型実証事業
 日本企業にとって投資・ビジネス拡大の障害となっているアフリカ特有の企業の社会的
責任の評価方法について，進出企業及び関係機関と協力しつつ実験経済学の手法を用いて，
従業員や周辺コミュニティにおける「開発実験」を行う。これによって，進出企業の操業
安定化と投資にまつわる社会的コストの削減を図る。また，アフリカにおける新たなビジ
ネス動向に関する情報を収集してデータベース化し，アフリカ・ビジネスモデルを構築する。

（2）政策提言に資する分析研究
＜１．経常分析研究＞
アジア国際産業連関表の作成，貿易統計データベースの維持，アジア諸国の政治経済動向分

析を引き続き実施するとともに，2010 年度からは東アジア長期経済成長モデル分析を立ち上
げる。
① 2005 年国際産業連関表の作成と利用（Ⅱ�）
 2005 年アジア国際産業連関表および 2005 年 BRICS国際産業連関表作成事業の一環とし
て，国際産業連関表作成に際しての技術的な問題点の検討を通じて，推計手法の確立を図
る。また，国際産業連関表のノウハウを活かし世界貿易機関（WTO）と 2 年間の共同研
究を開始し，「貿易の国別付加価値」（value-added content of international trade flows）を推計し，
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分析に基づいた政策提言を行う。2010 年度は，IDE-JETROとWTO共編「アトラス：東ア
ジアにおける生産ネットワーク，国別付加価値と地域化」を作成する。

② アジア諸国の動向分析
 研究所では，アジア全体の重要テーマ，そして各国別政治・経済・対外関係の動向をそ
の長期的趨勢から分析し，アジア諸国を展望している。その成果となる『アジア動向年報
2011』は，アジア 20 数カ国を網羅的に対象として，その動向の分析と各国別基礎データ，
要人 ･ 閣僚名簿，重要文書，重要日誌，主要統計を合わせて提供する。世界的にも，こう
した年報は皆無であり，その意味で「役に立つ」情報源としての「動向年報」は専門家の
間で高い評価を受けており，引き続き研究所の根幹をなす事業として位置づける。

③ 東アジア長期経済成長モデル分析（新規）
 アジアの長期経済発展の行方を，研究所がこれまで培ってきた計量モデルを用いた手法
を中心として考察する。具体的には，消費や住宅，社会資本整備のような国内市場形成要
因や人口などの長期的要因を考慮に入れたモデルを新たに開発し，アジアの長期経済発展
についての今後の計量分析の基礎的な基盤として，各種分析に活用可能なモデルを構築す
る。

④ 貿易指数の作成と応用（Ⅴ�）
 貿易指数・指標の作成および応用のために基礎となる貿易データにおける長期時系列貿
易統計データの整備，整合性および可能な限り整合性の補正，貿易指数の作成と評価とそ
の国際比較等を行う。

＜２．政策課題研究＞
社会的ニーズの高い政策提言に資する重点的に取り組むべき政策課題研究を実施する。
① 東アジアにおける地域統合
 東アジアでは，自由貿易協定（FTA）や経済連携協定（EPA）の締結が進み，制度と実
態の両面で経済統合が急速に進展している。統合に伴う貿易や投資の自由化は，アジア地
域全体の経済成長を加速する一方，域内諸国間や国内地域間，外資系・国内企業間の格差
を助長することが懸念されている。研究所は，域内の産業・貿易構造の変化や部品調達網
の展開，産業集積形成等に注目し，地域統合に伴う諸問題を多角的に分析する。

〔関連する調査研究課題〕
CLMV諸国における経済統合と産業立地の変化

② 貧困削減と開発戦略
 開発途上国における貧困削減に長期的視野を持って取り組むためには，新しい制度的枠
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組みと貧困削減という政策目標とを密接に関連づけることが必要である。その上で，これ
までの貧困削減の議論から取り落とされがちであった障害者政策がどのような効果をもた
らしているかに注目して分析する。

〔関連する調査研究課題〕
南アジアの障害者当事者と障害者政策－障害と開発の観点から

③ インド総合研究
 インドは安定した経済成長を遂げてきた一方で，地域格差が拡大し，後発地域では依然
として貧困が深刻な問題となっている。格差の拡大やグローバル化がもたらす急速な変化
によって，政治問題や社会問題も生じている。2010 年度は国際政治において「大国」を
目指すインドの展望に焦点を当てて分析する。

〔関連する調査研究課題〕
現代インドの国際関係：メジャー・パワーへの模索

④ 中国総合研究
 中国自身が抱える問題の実態を分析し，今後の経済発展，政治変動に関する中長期的展
望および内在するリスク評価を行ってきたが，2010 年度はこれまで実施した研究成果を
集約し，セミナー等の開催により成果を還元する。

＜３．機動・連携研究＞
国民の関心の高い課題，緊急発生的な問題に随時対応するため，機動的に調査・研究を実施

するとともに，その成果を迅速かつ的確に，多様な手段を用いて発信していく。また，本部，
大学，外部研究機関や地方自治体等の要望に応じ，双方の知見を生かした共同研究を実施する。
なお，2010 年度は，福岡県と「東アジアの経済統合と福岡地域の発展」をテーマとした地

方連携研究を発足させる。機動研究の研究課題は随時設定する。

（3）基礎的・総合的研究
上記（1）（2）のほか，基礎的・総合的研究は，政策提言研究，政策提言に資する分析研究

を支えるものとして「マクロ経済：激動する世界経済と開発途上国の経済政策」「ミクロ経済
－新たなあり方を模索する企業と産業」「政治・社会：体制変容と社会の安定」及び「食料・
農業・環境 :持続可能性を巡る研究の深化」に関する 4 つの優先テーマを設定して実施する。
なお，引き続き研究者個人の執筆能力の向上を目的とした個人研究を実施し，内外の著名ジャー
ナルへの単著論文の投稿等を促す。
①  マクロ経済：激動する世界経済と開発途上国の経済政策
 健全なマクロ経済運営と市場経済の活力を軸とした経済発展という考え方が，開発途
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上国における経済政策運営においても主流を占めるようになってきた。こうした中，2008
年秋のリーマン・ショック以降，世界の金融・経済の混乱は，開発途上国を取り巻く経済
環境を激変させている。このような環境変化は，開発途上国の経済運営にも深刻な影響を
与えざるを得ないだろう。しかし，これが従来の経済政策の根本的な見直しを迫るものと
なるかどうかは，現時点では不透明である。
 本テーマでは，このように激変する経済環境の中で開発途上国における経済政策運営の
実態や変遷を明らかにし，その課題を探る。

〔関連する調査研究課題〕
開発途上国における財政運営上のガバナンス問題
世界的景気後退と開発途上国の政策対応
東南アジア移行経済の経済政策と経済成長：ミャンマーとベトナムの比較研究 等

② ミクロ経済：新たなあり方を模索する企業と産業
 グローバリゼーションの進展による国際的な競争の激化は，開発途上国の企業に大きな
影響を与えており，特に 2008 年秋からの国際金融危機によって深刻な打撃を被っている
企業もある。しかし，その中にあっても新規需要の開拓や国内外企業とのネットワーク形
成，雇用形態の見直しやその他経営能力の向上によって現状を打開しようとする企業も生
まれている。
 本テーマでは，激しさを増す経済環境の変化の中で新たなあり方を模索する開発途上国
企業の行動及び産業組織に関する研究を行う。

〔関連する調査研究課題〕
経済成長下におけるアフリカ企業
中東企業の国際事業展開
中国の産業構造高度化と企業の生産性－電機・電子産業のケース－ 等

③  政治・社会：体制変容と社会の安定
 開発途上国では社会不安の深刻化がテロや政府による政治的抑圧といった体制の動揺を
引き起こしている例がある。また，逆に権威主義体制，民主主義体制であれ，体制の動揺
が社会の安定化を妨げている例がある。
 本テーマでは，相互依存が進む国際環境において開発途上国の内部でどのような社会変
動が生じ，体制にどのような影響を与えているのか，また，体制の変容が社会にどのよう
なインパクトを与えているのか，さらに社会的な安定をどのように確保するのかというこ
とについて多角的に検討する。

〔関連する調査研究課題〕
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ミャンマー軍事政権の行方
アフリカ・中東における紛争と国家形成
キューバ総合研究－ラウル新政権下の政治・経済・社会  等

④ 食料・農業・環境：持続的可能性を巡る研究の深化
 現在，食料，資源，環境面を含めた持続可能性の研究も深化が求められている。たとえ
ば，グローバル化に伴って，持続可能性の議論も国境を越えた相互関係をも視野に入れる
必要性が高まっている。また，コミュニティ，国家，国際的なレベルで，水，入会地や森
林などの共有資源などをいかに維持可能な形で管理していくのかという資源管理の視点も
重要となっている。
 本テーマでは，多様な観点より開発途上国の持続可能性を巡る議論を深める研究を行う。

〔関連する調査研究課題〕
「食料危機」途上国におけるトウモロコシの供給体制
環境政策形成過程の国際比較
経済統合が進むアジアにおけるリサイクル  等

（4）競争的資金（科研費）の獲得
研究所の基礎研究を充実させるための新たな財源として位置づけ，研究者の研究活動を活性
化させるとともに，研究所の競争力を高めるため文部科学省科学研究費補助金等の競争的研究
資金の獲得を目指す。

（5）受託研究等
ERIA支援研究として，ERIAからの受託研究を実施するほか，政府各機関，民間企業等から

の要請に応えて，研究所の資源を活用し受託研究を実施する。

（6）研究交流の促進
① 海外研究員の派遣
 研究の質的向上，研究ネットワークの構築・拡大を図るために，国際機関，海外の大学・
研究機関に研究者を派遣する。

② 海外客員研究員等の受け入れ
 研究交流・ネットワーク拡大のため海外からの研究員，インターンシップ生等を受け入
れる。

③ 海外学会，国際会議への参加
 2010 年４月に米国地理学会において中国・インドの産業過程の比較研究に関する IDE
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セッションを設け研究成果を発表する等研究者の学会，国際会議への参加等の研究発表を
奨励し，世界水準の研究交流と発信を促進する。

④  研究ネットワークの構築
 国内外の主要開発研究機関や有力大学とのネットワーク構築に際しては，選択と集中の
観点から最適化を図る。

3．最重点事業案

（1）政策提言研究
① アジア等研究ネットワーク構築支援事業（新規）
② 日中韓 FTA共同研究
③ 日中連携研究
④ 対アフリカ投資誘致型実証事業

（2）経常分析研究
① 2005 年国際産業連関表の作成と利用（Ⅱ�）
② アジア諸国の動向分析
③ 東アジア長期経済成長モデル分析（新規）
④ 貿易指数の作成と応用（Ⅴ�）

（3）政策課題研究
① 東アジアにおける地域統合
② 貧困削減と開発戦略
③ インド総合研究 
④ 中国総合研究
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２．平成22年度調査研究課題一覧

研究会課題名 対象地域 主査
（＊は外部）

現代インドの国際関係：メジャー ･パワーへの模索
India＇s Contemporary International Relation: The Way to Major Power

南アジア 近藤 則夫

CLMV諸国における経済統合と産業立地の変化
Economic Integration and Its Impacts on Industrial Location in CLMV

東南アジア 黒岩 郁雄

南アジアの障害者当事者と障害者政策－障害と開発の観点から
Current Situations of Disabled People and Governments Policies in Southern Asian Countries: 
From a viewpoint of ‘Disability and Development’

南アジア 森  壮也

アジア諸国の動向分析
Analysis of Current Affairs in Asia

アジア 奥田  聡

2005 年国際産業連関表の作成と利用（Ⅱ�）
Compilation and Use of the 2005 International Input-Output Tables （II）

アジア 猪俣 哲史

貿易指数の作成と応用（V）
Compilation and Application of Trade Indices：A feature of long-term trade indices"

その他 野田 容助

東アジアの長期経済成長モデル分析
Economic Modeling on Asia for Long-term Evaluation（EMALE）

東アジア 野上 裕生

ラオス チンタナカーン・マイ（新思考）政策の新展開
Laos: New Development of Chintanakan Mai

東南アジア 山田 紀彦

ミャンマー軍事政権の行方
Whither Military Regime in Myanmar?

東南アジア 工藤 年博

アフリカ・中東における紛争と国家形成
Conflict and State Formation in Africa and the Middle East

アフリカ 佐藤  章

経済成長下におけるアフリカ企業
Local African Firms in the New Trend of Globalization

アフリカ 福西 隆弘

「食料危機」と途上国におけるトウモロコシの供給体制
“Food Crisis” and Maize Supply in Developing Countries

その他 清水 達也

キューバ総合研究－ラウル新政権下の政治 ･経済 ･社会
Comprehensive Study on Cuba: Politics, Economy and Society under the New Government of 
Raúl Castro

ラテンアメ
リカ

山岡加奈子

新興諸国における社会福祉と統治性
Social Welfare and Governmentality in Emerging Countries

その他 村上   薫

ラテンアメリカにおける「排除された者たち」の政治参加
Political Participation by “the excluded” in Latin America

ラテンアメ
リカ

上谷 直克

ラテンアメリカ政治経済社会研究会
Political, Economic, and Social Issues in Latin America

ラテンアメ
リカ

宇佐見耕一

発展途上国の産業，企業，市場：新しい産業発展論の構築をめざして
Firm, Industry and Markets in Developing Economies: Toward a new industrial development 
theory

東アジア 渡邉真理子

差異との共存：開発途上国における寛容の政治
Dealing with Differences：The Politics of Tolerance in Developing Countries

その他 間   寧
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東南アジア政治制度の比較分析
Comparative Studies on Political Institutions in Southeast Asia

東南アジア 中村 正志

エジプトにおける社会契約の変容と政策への影響
The Change of Social Contract in Egypt

中東 伊能 武次＊

中東企業の国際事業展開
The Rise of Multinational Corporations from Middle East

中東 土屋 一樹

ポスト移行期南アフリカの社会変動と国際関係
Social Transformation in Post-Transition South Africa

アフリカ 牧野久美子

ベトナムの対枯葉剤被災者社会政策に関する考察
Analysis of the Social Policy for the Victims of Agent Orange/Dioxin in Vietnam

東南アジア 寺本  実

中国の産業はどのように発展してきたか
How the Chinese industries emerged: A Review of 30 years Reform

東アジア 渡邉真理子

開発途上国の障害者雇用－雇用法制と就労実態
Employment of Persons with Disabilities in Developing Countries

その他 小林 昌之

児童労働撤廃に向けた多面的アプローチ
Elimination of Child Labour in Multi-actor approach

その他 中村 まり

国際貿易下における企業､ 産業および非正規雇用者
Firms and Non-Regular Workers in International Trade

東アジア 佐藤 仁志

開発途上国における財政運営上のガバナンス問題
Governance Problems in Public Financial Management in Developing Economies

アジア 小山田和彦

世界的景気後退と開発途上国の政策対応
Global Recession and Economic Policies in Developing Countries

その他 国宗 浩三

中国の産業構造高度化と企業の生産性―電機・電子産業のケース―
The Firm-level Productivity in the China’s Electrical and Electronics Industry:
 A Relationship between Foreign and Local Firms"

東アジア 木村公一朗

東南アジア移行経済の経済政策と経済成長：ミャンマーとベトナムの比較研究
Economic Policy and Economic Structure Development of Transition Economies in Southeast 
Asia: Comparative Study of Myanmar and Vietnam

東南アジア 久保 公二

韓国の日本との技術ネットワークの形成
The formation of technology network between  Korea and Japan

東アジア 水野 順子

グローバル化における太平洋島嶼国家
Pacific Island Countries under Globalisation

その他 塩田 光喜

東南アジアにおける自治体ガバナンスの比較研究
Comparative Studies on the Governance of the Local Governments in Southeast Asia

東南アジア 永井 史男＊

台湾総合研究Ⅲ－社会の求心力と遠心力
Comprehensive Study on Taiwan Ⅲ : Centripetal and Centrifugal Power of Taiwanese Society

東アジア 佐藤 幸人

環境政策形成過程の国際比較
International Comparison of Environmental Policy Development from Historical Viewpoint

その他 寺尾 忠能

経済統合が進むアジアにおけるリサイクル
Economic Integration and Recycling in Asia

アジア 小島 道一

貿易と環境：途上国の持続可能な発展に向けて
Trade and Environment: For Sustainable Development of Developing Countries

その他 箭内 彰子

中国における流域の環境保全・再生に向けたローカル・ガバナンスの改革
Reform of Local Governance for Environmental Conservation and Restoration in River and 
Lake Basins, China

東アジア 大塚 健司
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スキル形成システムと比較優位：中国とインドの比較から
Skill Formation System, Skill Distribution, and Comparative Advantage: A Comparison of 
China and India

その他 明日山陽子

タイの立法過程とその変容
The Changing Legislative Process in Thailand

東南アジア 今泉 慎也

メコン地域における人身取引問題に対する法制度分析
Analysis of Legal System＇s against Human Trafficking in the Greater Mekong Sub-region

東南アジア 山田 美和
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